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学習指導要領と農業教育の推進
〜農業高校の現状を踏まえた農業に関する人材育成のあり方について〜
バイオ環境学部食農学科非常勤講師 中　井　順　市
１　はじめに
　言うまでもなく、農林業は「食料生産」と「環
境保全」という人類が生きていく上でなくて
はならない使命を担っている。そして、使命
を達成するための人材育成が必要である。こ
の人材育成の方策の一つが、産業教育（農業
教育）の推進である。この産業教育を担う農
業高校における農業教育の推進も人材育成と
いう歯車の一つとして期待されている。
　現在の高等学校における農業教育は、昭和
24 年に当時の文部省が初めて示した学習指
導要領高等学校農業編（暫定試案）にはじま
る。この学習指導要領は、文部科学省が全国
のどの地域でも、一定の水準の教育を受けら
れるようにするため、学校教育法等に基づき、
教育課程（カリキュラム）を編成する際の基
準を定めたものである。また、学校教育法施
行規則で教科等の年間の標準授業時数等が定
められている。各学校では、この学習指導要
領や年間の標準授業時数等を踏まえ、地域や
学校の実態に応じて、カリキュラムを編成し、
教育を展開してきた。
　産業教育の一つとして位置づけられている
職業教育の一つである農業教育は、文部科学
省が所管する教育行政の範疇にありながら、
農林水産省が所管する農林行政、社会・産業
構造の変化に伴い、農業という産業の魅力低
下（産業としての相対的地位の低下）などの
影響を受けながら推進されてきた側面があ
る。このことは、学習指導要領でいう普通教
科の「数学・英語・国語」などと異なる点の
一つである。近年では農業生産物の海外輸出
の拡大、高齢化に伴う担い手不足による生産
基盤の集積・大規模化、企業の参入などによ
り新しい農業のあり方が生まれてきており、
その対応を教育レベルでも、農林行政レベル
でも求められている。
　農業教育推進の基盤として位置づけられる
学習指導要領（高等学校農業編）は、パブリッ
クコメントを経た後、平成 30 年 4 月以降に
示され、平成 34 年度に完全施行されること
になっている。
　この次期学習指導要領の改訂に向けて平成
28 年 12 月 21 日の中央教育審議会答申「幼
稚園・小学校・中学校・高等学校及び特別支
援学校の学習指導要領の改善及び必要な方策
等について」において、現行学習指導要領の
成果と課題を踏まえた産業教育の目標の在り
方の中で、学習指導要領の改訂の基本的な方
向性を示している。
　この中では、教科「農業」の教育内容の改
善・充実の一つとして、農業経営のグローバ
ル化や法人化、6 次産業化や企業参入等に対
応した経営感覚の醸成を図るための学習の充
実や、安全・安心な食料の持続的な生産と供
給に対応した学習の一層の充実などが、改訂
の柱に挙げられている。
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　ここでは、学習指導要領に関係する諸法令
や動向を整理することにより、本来の農業教
育のあり方、学習指導要領における農業教育
の目標を達成するために、また今後の農業教
育の推進並びに指導者養成の参考になること
を期待して最新の動きをまとめた。
２　農業教育の意義と現状
（１）農業高校・農業教育の現状
　高等学校における農業教育は、厳しい状
況に置かれている。今から 15 年程前、農
業関係学科を設置する農業高校数は 400 校
を超え、生徒数は約 120.000 人が在籍して
いたが、少子化、産業構造の変化、中学校
卒業生の進学対象としての普通科志向の進
展に伴い、農業高校への入学者の減少傾向
は著しく、生徒数及び学校数は平成 28 年
5 月現在、農業関係学科を設置する学校数
306 校、このうち単独農業高校（農業関係
学科のみの設置校）は 126 校、生徒数は
82.372 人で全高校生に占める割合は 2.5％
になっている。さらに、京都府における入
学試験時における定員充足率は平成 24 年
度の0.97ポイントから平成29年度には0.87
ポイントへと減少し、全国的にも同様の定
員割れの傾向が続いている。
　これに対して、総合学科校への移行、学
科定員の見直し、学科改編、学校の統廃合
などのハード面での改革が全国的に行われ
ている。一方、ソフト面では厳しい状況に
も拘わらず地域や学校の実態に応じて、魅
力ある農業教育を様々な取組で進めてい
る。
  農業高校における学習活動の特徴の一つ
である学校農業クラブ活動でのプロジェク
ト研究にその多様な学習活動の内容の一端
を見て取れる。次に示すのは、平成 28 年
度に大阪府で開催された日本学校農業クラ
ブ全国大会（大阪大会）でのプロジェクト
発表題目の一部である。因みにこの全国大
会は農業高校生の甲子園と呼ばれている。
　
・イチゴにおける地域資源を活用したオー
ル電化栽培の研究
〜私たちが開発した新加温方法の地域
普及〜
・大洲エビネの商品価値増大と産業定着化
〜地域ブランドから全国、そして世界
へ〜
・宇宙を旅した「毛豆」を守り、地域農家
と歩み出す
〜農業高校を拠点とした固有種の生
産・管理・流通に関する研究〜
・くにびきの地を私たちの手で守ろう
　　〜浜ごとにハマボウフウで緑化〜
・ニホンミツバチと共に恵那の里山を守れ
　地域の課題や文化を題材として、生産技
術改良学習や食農学習、環境学習に取り組
む中で、地域貢献に対する意識、自分の住
む地域を理解し再発見し、ものの見方や視
点を育む農業教育の良さの一端を見てとれ
ることができる。また、生き物を育てるこ
とにより命の大切さを学ぶことができる栽
培から加工までの過程で互いに協力する態
度を培うことができる。栽培や飼育を通し
て継続力が身に付く（作物や家畜は簡単に
育たない）。実験や実習を通して成就感や
達成感を得ることができるなど、農業がも
つ教育力によって、農業教育は、次代を担
う優れた農業従事者や農業関連産業従事者
を育成するとともに、農業教育を通して生
徒に「生きる力」を培い、心豊かな人材を
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育てるという役割を果たしてきているとい
える。
（２）農業教育（産業教育）の意義と役割
　農業教育推進の意義や役割は、学習指導
要領はじめとして産業教育振興法、中央教
育審議会答申、理科教育及び産業教育審議
会答申、食料・農業・農村基本法などに見
出すことができる。
ア　産業教育振興法
　学習指導要領高等学校農業編（暫定試案）
が示されてから 4 年後、昭和 26 年 6 月に
産業教育振興法が施行された。産業教育が
我が国の産業経済の発展及び国民生活の向
上の基礎であることと、産業教育を通じて
勤労に対する正しい信念を確立し、産業技
術を取得させるとともに工夫創造の能力を
養うことによって、経済自立に貢献する有
為な国民を育成するため、産業教育の振興
を図ることを目的としている。具体的な目
的として中学校、高等学校、大学又は高等
専門学校が、生徒又は学生等に対して農業、
工業、商業、水産業その他の産業に従事す
るために必要な知識、技能及び態度を習得
させることとしている。目的を示すばかり
ではなく、中学校における産業教育（技
術・家庭）をはじめとして、農業や工業に
関する職業高校の施設設備と備品の充実や
更新、産業教育に携わる教員の待遇改善な
どに大きく貢献し、産業（農業）教育推進
を支えてきている。
イ　食料・農業・農村基本法　
　昭和 36 年にその当時の社会経済の動向
や見通しを踏まえて、農業の方向性を示す
ものとして旧農業基本法が制定された。我
が国の急速な経済成長、国際化の著しい進
展等により変化を遂げる中で、食料自給率
の低下、農業者の高齢化、農地面積の減少、
農村人口の減少に伴う活力の低下など、我
が国の食料・農業・農村の状況は大きく変
化し、バブル期が終息したころの平成 11
年に国土や環境の保護など、生産以外で農
業や農村の持つ役割を高めること、食料自
給率を高めることなどを目的として、農業
の持続的な発展に関する施策を施行するた
めに制定された。
　農業の持続的・安定的な農林行政の施策
を推進するためには、人材の育成及び確保
が欠かせないとして、効率的かつ安定的な
農業経営を担うべき人材の育成及び確保を
図るため、農業者の農業の技術及び経営能
力の向上、新たに就農しようとする者に対
する農業技術及び経営方法の習得促進、そ
の他必要な施策を講ずることが必要であ
り、さらに、国民の農業に対する理解と関
心を深めるため、農業に関する教育の振興
その他必要な施策を講ずるものとするとし
ている。
ウ　理科教育及び産業教育審議会（産業教
育分科会）答申
　理科教育及び産業教育審議会は平成 10
年学習指導要領完全施行直後、平成 10 年
7 月に「今後の専門高校（注１）における教育
の在り方等について」答申を行っている。
　地域社会や産業界と連携した教育の在り
方が求められているとして、従来に増して
地域の様々な期待やニーズに応えながら、
教育活動や教員が学校で指導することに加
えて産業界の協力を得ることの必要性を指
摘した上で、専門高校の教育の在り方につ
いて改善・充実の方策を示した。
（ア）専門に関する基礎・基本の重視
　将来のスペシャリストとして必要とさ
れる専門性の基盤となるものを身に付け
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させる。
（イ）社会の変化や産業の動向等に適切
に対応した教育の展開
　現在進行形である社会の国際化、情報
化、少子高齢化や環境問題等を踏まえ、
教育内容の見直しを行う必要がある。従
来の教科の枠組みの中だけでは対応でき
るものではなく、教科を新設し教育内容
の充実を図る必要がある。
（ウ）生徒一人一人の個性を育て伸ばし
ていく教育の展開
　専門高校を取り巻く厳しい環境、生徒
の多様な実態に対応し、生徒の学習の選
択幅を拡大し、特色ある教育活動・学校
づくりを行うことが大切である。
（エ）地域や産業界とのパートナーシッ
プの確立
　専門高校を地域や産業界に開き、施設や
設備を地域の方々への開放や学習機会の提
供などにより、地域の活性化に貢献すると
ともに、連絡会議等を設置し地域や産業界
の意見を教育活動に反映させることが望ま
れる。一方で、実践的な知識や技術・技能
を習得するため、地域や産業界の方々を講
師として招き、その教育力を積極的に取り
組む必要がある。
　農業高校では以前から地域や学校の実態に
応じた教育が展開されてきたが、この答申に
よって「将来のスペシャリスト」、「特色ある
農業教育」、「連携（パートナーシップ）」がキー
ワードとなって多様な農業教育が推進される
ようになった。
３  学習指導要領の変化と現状
（１）学習指導要領における農業教育の目標
の変化
　「はじめ」で示したように農業教育は、
一般社会構造の変化のみならず、農林行政
や産業構造の変化、農業という産業の魅力
低下などの影響を受けながら、指導目標や
内容を変化させてきた。「習得させる知識・
技術」に関する内容を見てみると、
・昭和 24 年度学習指導要領高等学校農業編
（暫定試案）では、将来、自ら農業を営も
うとするもの、あるいは、農業に関する初
級の技術者になろうとするもののために、
農業に関する科学的・実際的な力を養成す
る。
・昭和 35 年度の改訂では、農業の各分野に
おける生産及び経営に必要な知識と技術を
習得させる。
・昭和 54 年度の改訂では、農業の各分野に
おける生産や経営に関する基礎的・基本的
技術を習得させる。
・平成 10 年度の改訂では、農業の各分野に
関する基礎的・基本的知識と技術を習得さ
せる。
としており、昭和 20 年代から 40 年代前半
にかけては、生産や経営に必要な実践的な
能力の育成を目標としてきたが、高度経済
成長期以降は、生涯学習を視野に入れた農
業各分野の基礎的・基本的な知識と技術の
習得へと移行してきた。農業高校の現場で
多用されてきたいわゆる「農業を学ぶから
農業で学ぶ」に変化していく。このことは、
産業教育振興法で示している目的（生徒又
は学生等に対して農業、工業、商業、水産
業その他の産業に従事するために必要な知
識、技能及び態度を習得させる。）から、
離れていくことに繋がっていく。
（２）現行の学習指導要領
　平成 21 年 3 月に改訂された現行の高等
学校学習指導要領は、教科「農業」の目標
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を、農業の分野に関する基礎的・基本的な
知識と技術を習得させ、農業の社会的な意
義や役割について理解させるとともに、農
業に関する諸課題を主体的、合理的に、か
つ倫理観をもって解決し、持続的かつ安定
的な農業と社会の発展を図る創造的な能力
と実践的な態度を育てるとしている。
　平成 22 年 1 月に示された高等学校学習
指導要領解説（農業編）では、教科の目標
を次のように示している。農業科は、農業
に関する各科目の学習により、系統的・体
系的な知識、技術を身に付け、地域農業や
地域社会の発展に貢献し、持続可能な社会
の形成と発展に寄与する人材の育成をねら
いとし、達成するためには、農業の各分野
及びその内容や課題を理解するとともに、
それらに関して、興味・関心を高め、基礎
的・基本的な知識、技術の定着を図るとと
もに、それらを用いて、自ら学び、自ら考
えて課題を解決する応用的な能力を身に付
けさせることが必要となる。（略）　
　第一に、目標をもった意欲的な学習を通
して、農業に関する知識、技術の定着を図
り、将来のスペシャリストの育成に必要な
専門性の基礎・基本を身に付けさせると。
　第二に、学習に取り組む主体的な態度や
合理的な思考及び論理的な姿勢を身に付け
た、将来地域を支える人間性豊かな職業人
を育成すること。
　第三に、農林業の多様化・高度化・精密
化、安全な食料の生産と供給、地球規模で
の環境保全及び地域資源の活用など、社会
の変化や農業教育の広領域化へ対応するこ
と。（略）
　理科及び産業教育審議会の答申や社会環
境の変化、中でも地球規模で進む環境問題
等を踏まえた目標の設定となり、農業及び
環境に関する基礎的な知識と技術を習得さ
せ、農業の各分野で活用する能力と態度を
育てるとして、農業に絡む環境も含めたも
のとなっている。社会のグローバル化、社
会の環境に対する意識の高まりを反映し
て、環境に関する基礎的・基本的な内容を
含み、農業教育の本来の目的である農業に
関する人材育成の度合いは薄くなってい
る。
４　次期学習指導要領改訂の方向性と
　　今後の動向
　高等学校「農業」の次期学習指導要領（案）
は、パブリックコメントを経た後、平成 30
年 4 月以降に示される。
　次期学習指導要領の改訂に向けた平成 28
年 12 月 21 日の中央教育審議会答申「幼稚園・
小学校・中学校・高等学校及び特別支援学校
の学習指導要領の改善及び必要な方策等につ
いて」において、現行学習指導要領の成果と
課題を踏まえた産業教育の目標の在り方の中
で、学習指導要領等改訂の基本的な方向性を
示している。
　教科「農業」の資質・能力の育成目標を、
社会や産業の変化の状況等や学校における指
導の実情を踏まえて、持続可能な社会の構築、
情報化の進展、グローバル化などへの対応に
ついての視点から改善を図ることが求められ
る。経営等に関する指導についてはより重要
になっており、例えば、農林水産業などにお
いては、経営感覚に優れた次世代の人材の育
成に向けた指導の充実が求められるとしてい
る。
　具体的には、安定的な食料生産の必要性や
農業のグローバル化への対応など農業を取り
巻く社会環境の変化を踏まえ、農業や農業関
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連産業を通して、地域や社会の健全で持続的
な発展を担う職業人を育成するため、次のよ
うな改善・充実を図るとしている。　
（１） 現在の「農業経営、食品産業分野」と
「バイオテクノロジー分野」を再構造化
し、バイオテクノロジーを含む「農業生
産や農業経営の分野」と「食品製造や食
品流通の分野」に整理
（２） 農業の各分野において持続可能で多様
な環境に対応した学習の充実
（３） 農業経営のグローバル化や法人化、6
次産業化や企業参入等に対応した学習の
充実
（４） 安全・安心な食料の持続的な生産と供
給に対応した学習の充実
　　　（グローバル GAP（注 2）学習の導入）
（５） 農業の技術革新と高度化等に対応した
学習の充実
（６） 農業の持つ多面的な特質を学習内容と
した地域資源に関する学習の充実
　また、添付資料には農業に関する各教科に
おける見方・考え方のイメージとして４項目
を示している
ア　農業や関連産業に関する事象を、農産
物の生産や農業経営の視点で捉え、生産
性及び品質向上や経営発展と関連付ける
こと。
イ　農業や関連産業に関する事象を、農産
物の加工や食品流通の視点で捉え、生産
性及び品質向上や経営発展と関連付ける
こと。
ウ　農業や関連産業に関する事象を、農地
や森林の保全、環境修復・再生の視点で
捉え、地域の環境創造と関連付けること。
エ　農業や関連産業に関する事象を、農業
生物や地域資源の活用の視点で捉え、地
域創造や生活の質の向上と関連付けるこ
と。
　農業生産に関する学習内容（ア）（イ）は、
次期学習指導要領で重視する経営感覚に優れ
た次世代の人材の育成に繋がるものである。
　現行の学習指導要領でも生産系各科目の目
標の中で、作物・野菜・果樹・草花の内容の
取扱いの配慮事項として、作業の順序、組合
せとその管理、生産費と流通の手段や経費、
農業生産工程管理などの生産と経営の改善に
ついて基礎的な内容を扱うこととしている
が、さらに踏み込んで本来の農業教育の目的
に沿った内容が盛り込まれることが期待され
る。
　さらに、新しい動きとして、文部科学省と
農林水産省は両省名でもって「農林水産業
を学ぶ高校生の就農・就業に向けた人材育成
の方向」の通知を、各都道府県の知事に対し
て平成 29 年 5 月 17 日に発出している。農業
に関する人材育成に関わる文部科学省と農林
水産省とが、農林水産業を学ぶ高校生に就農・
就業意欲を喚起し、チャレンジ精神のある農
林水産業経営者となりうる卒業生を輩出する
ためには、学校や都道府県の教育委員会及び
農林水産部局において、以下のような取組を
実施することが重要であるとした。
（１）農林水産業界や関連産業との連携の強
化（一部を略）
ア　活躍する農林水産業経営者等の外部講
師による出前授業の充実
イ　GAP の実践レベルの向上、国際的に
通用する GAP 認証取得の促進
ウ　教員に対する研修等の充実
（２）高度な技術実習や国際交流等の促進
（略）
（３）関係機関との連携の強化（一部を略）
ア　都道府県の教育委員会と農林水産部局
との連携強化
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・農林水産業への就業を促進するための情
報提供の充実
・農林水産高校の魅力の発信
イ　農業高校と道府県農業大学校との連携
強化（略）
　取組内容は従前から行われてきたものを整
理したものがほとんどを占めるが、下線で示
した内容が新しく取り上げられたものであ
る。特に農業生産工程管理（GAP）教育の
導入の必要性を次のように明確に示してい
る。
　農業高校において、生徒が農業生産工程
管理（GAP）を学び、自ら実践することは、
農業生産技術の習得に加えて、経営感覚を兼
ね備えた人材として必要な資質・能力の育成
に資するものである。このため、年間指導計
画に GAP の指導と実践を明確に位置付け、
GAP に関する学習を推進する。また、必要
な資材導入等の環境整備や、GAP をしてい
る農業経営者、GAP 指導員等による指導等
を通じ、GAP の実践レベルの向上を図る。
さらに、第三者機関の審査により、GAP が
正しく実践されていることについて客観的
な確認を受け、国際的に通用する GAP 認証
（GLOBAL G.A.P や JGAP　Advance「2017
年 8 月 1 日より ASIA GAP」）を取得するこ
とは国際感覚を兼ね備えた人材の育成にもつ
ながることから、農業高校における GAP 認
証の取得を促進する。
　この通知は、平成 27 年にも同様のものが
発出されているが、今回改めて出されたもの
である。それぞれが、教育行政レベルと農林
行政レベルに分かれて農業に関する人材育成
に取り組んできたことから、今回の通知に
よって一歩前進した農業教育の推進につなが
ることが期待できる。
５　まとめ
　農業教育の推進にとって学習指導要領は根
幹となるものである。全国のどの地域でも、
一定の水準の教育を受けられるようにするた
めの最低基準であり、教育現場における指導
マニュアルの大元である。現行の学習指導要
領及び指導要領解説には、「将来のスペシャ
リスト」や「地域社会や産業界との連携」な
どが盛り込まれていることから、文部科学省
管轄の理科教育及び産業教育審議会の答申内
容を受けていた。しかし、今回の改訂に向け
て審議会は開催されておらず、今回の文部科
学省と農林水産省が通知した「農林水産業を
学ぶ高校生の就農・就業に向けた人材育成の
方向」を受けた内容が代わるものであること
が推察できる。  
　平成 34 年に完全施行される農業教育に関
する次期学習指導要領は、農業教育の本来の
目標の第一である農業を担う人材の育成のた
めの「経営や国際感覚を備えた優れた人材の
育成」、「安心安全な農産物の生産と供給」を
キーワードとして、GAP 教育（学習）の趣
旨を生かした改訂が進められること期待す
る。農林行政レベルで農業高校を日本の農業
の担い手を育成する場として位置付けるので
あれば、文部科学省が所管する学習指導要領
と農林行政レベルの人材育成に関する施策の
乖離を避け、両者が連携しながら農業教育の
推進に取り組む段階にきている。このために
は、行政レベルにおいても学習指導要領の内
容と教育現場の実態と課題を踏まえた上で取
り組まなければならないと考える。
（注１）専門高校　
　産業教育を担ってきた農業高校を含む職業
高校は、「将来のスペシャリスト」として必
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要とされる「専門性」の基礎・基本を重点的
に教育し、生徒はここで学んだことを基礎に、
卒業後も生涯にわたり職業能力の向上に　努
めることが重要になってきていることから、
従来の「職業高校」という呼称を「専門高校」
に改めることになった。農業高校は、「農業
に関する専門高校」と呼ばれている。
（注 2）GAP
　「Good Agricultural Practice」＝農業生産
工程管理、適正農業規範と読み替えることが
でき、農業における食品安全・環境保全・労
働安全等の持続可能性を確保するための取組
であって、リスクの評価、是正の繰り返しに
より事故や法令違反の起こらない仕組みをつ
くる。「GAP 認証」の取得により社会に向け
て農場の生産工程管理が適正であることを証
明できる。などの利点がある。
　GAP を導入することにより、すべての農
業生産工程において記録を残し生産に関わる
もの全員が正しく作業ができ、結果を見直し
さらに改善を進めることができることにな
る。　
　先行事例として青森県立五所川原農林高等
学校では 2015 年から GLOBAL GAP 教育に
取り組んでいる。京都府では農林水産部農産
課が主導する形で、2017 年度から京都府立
農芸高等学校で「トマト」、京都府立木津高
等学校で「茶」を認証品目として取り組んで
いる。京都府の国際水準 GAP モデル農場設
置事業として、府の公的施設に「見える化」
したモデル農場を設置し、農業者等が実際に
「見て」「触れて」「学べる」場を設けることで、
GAP 認証取得への意識向上や取組の加速化
を図る目的で行われている。
参考・引用資料
１　「高知県の農業教育に関する研究」高知
県立高知園芸高等学校山本輝明　平成 17
年
２　「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及
び特別支援学校の学習指導要領等の改善及
び必要な方策等について（答申）」文部科
学省中央教育審議会　平成 28 年 12 月 21
日
３　「学校基本統計（学校基本調査報告書）」
文部科学省　平成 28 年 5 月 1 日
４　「農林水産業を学ぶ高校生の就農・就業
に向けた人材育成の方向」文部科学省、農
林水産省　平成 29 年 5 月 17 日
５　「今後の専門高校における教育の在り方
等について（答申）」 理科教育及び産業教
育審議会（産業教育分科会）平成 10 年 7
月 23 日
６　食料・農業・農村基本法「農業の持続的
な発展に関する施策」平成 20 年法律第 38
号
７　「静岡県立磐田農業高等学校農業科教員
調査」平成 26 年 4 月
８　「国際水準 GAP 認証取得に向けた推進
について」農林水産省生産局農業環境対策
課　平成 29 年 5 月
９　「−スペシャリストの道−職業教育の活
性化方策に関する調査研究会議（最終報
告）」文部科学省　平成 7 年
10　京都府高等学校農業教育研究大会講演
「国際水準 GAP モデル農場設置事業への
取組」京都府農林水産部農産課　野村美鈴
　平成 29 年 8 月 4 日
